
労働安全衛生法に基づく定期健康診断
対象者 常時使用する労働者

注）特定業務従事者の健康診断（安衛則第４５条）においては、
労働安全衛生規則第１３条第１項第２号に掲げる業務に常時
従事する労働者※

健康診断項目 ① 既往歴及び業務歴の調査
② 自覚症状及び他覚症状の有無の検査
③ 身長、体重、腹囲、視力及び聴力の検査
④ 胸部エックス線検査及び喀痰検査
⑤ 血圧の測定
⑥ 貧血検査（血色素量、赤血球数）
⑦ 肝機能検査（GOT、GPT、γ－GTP）
⑧ 血中脂質検査（LDL・HDLコレステロール、TG）
⑨ 血糖検査
⑩ 尿検査（尿中の糖及び蛋白の有無の検査）
⑪ 心電図検査
注）④について、雇入れ時健康診断においては、胸部エッ

クス線検査のみとなっている。
※労働安全衛生規則第１３条第１項第２号に掲げる業務
イ多量の高熱物体を取り扱う業務及び著しく暑熱な場所における業務 ロ多量の低温物体を取り扱う業務及び著しく寒冷な場所における業務 ハラジウム放射
線、エックス線その他の有害放射線にさらされる業務 二土石、獣毛等のじんあい又は粉末を著しく飛散する場所における業務 ホ異常気圧下における業務
へ さく岩機、鋲打機等の使用によって、身体に著しい振動を与える業務 ト重量物の取扱い等重激な業務 チボイラー製造等強烈な騒音を発する場所における
業務 リ坑内における業務 ヌ深夜業を含む業務 ル水銀、砒素、黄りん、弗化水素酸、塩酸、硝酸、硫酸、青酸、か性アルカリ、石炭酸その他これらに準ずる
有害物を取り扱う業務 ヲ鉛、水銀、クロム、砒素、黄りん、弗化水素、塩素、塩酸、硝酸、亜硫酸、硫酸、一酸化炭素、二硫化炭素、青酸、ベンゼン、アニリンその
他これらに準ずる有害物のガス、蒸気又は粉じんを発散する場所における業務 ワ病原体によって汚染のおそれが著しい業務 カその他厚生労働大臣が定め
る業務

労働安全衛生法に基づく定期健康診断関係資料 資料２



労働安全衛生法に基づく定期健康診断項目の変遷

昭和47年（1972）年労働省令 平成元（1989）年労働省令 平成10年（1998）年労働省令 平成19（2007）年厚生労働省令

既往歴及び業務歴の調査 既往歴及び業務歴の調査 既往歴及び業務歴の調査 既往歴及び業務歴の調査

自覚症状及び他覚症状の有
無の検査

自覚症状及び他覚症状の
有無の検査

自覚症状及び他覚症状の有
無の検査

自覚症状及び他覚症状の有無
の検査

身長、体重、視力及び聴力の
検査

身長、体重、視力及び聴力
の検査

身長、体重、視力及び聴力の
検査

身長、体重、腹囲、視力及び聴
力の検査

胸部エックス線検査及び喀痰
検査

胸部エックス線検査及び喀
痰検査

胸部エックス線検査及び喀痰
検査

胸部エックス線検査及び喀痰検
査

血圧の測定 血圧の測定 血圧の測定 血圧の測定

貧血検査（Hb、RBC） 貧血検査（Hb、RBC） 貧血検査（Hb、RBC）

肝機能検査（GOT、GPT、γ
－GTP）

肝機能検査（GOT、GPT、γ
－GTP）

肝機能検査（GOT、GPT、γ－
GTP）

血中脂質検査（TC、TG）
血中脂質検査（TC、HDL、
TG）

血中脂質検査（LDL、HDL、TG）

血糖検査 血糖検査

尿中の糖及び蛋白の有無の
検査

尿検査（糖、蛋白の有無） 尿検査（糖、蛋白の有無） 尿検査（糖、蛋白の有無）

心電図検査 心電図検査 心電図検査



定期健康診断等に関する法令等について  
 

1．労働安全衛生規則（抄）  
(定期健康診断) 
第四十四条 事業者は、常時使用する労働者(第四十五条第一項に規定する労 

働者を除く。)に対し、一年以内ごとに一回、定期に、次の項目について医 

師による健康診断を行わなければならない。  
 一 既往歴及び業務歴の調査  
 二 自覚症状及び他覚症状の有無の検査  
 三 身長、体重、腹囲、視力及び聴力の検査  
 四 胸部エックス線検査及び

か く た ん

喀痰検査  
 五 血圧の測定  

 六 貧血検査  
 七 肝機能検査  
 八 血中脂質検査  
 九 血糖検査  
 十 尿検査  
 十一 心電図検査  

２ 第一項第三号、第四号、第六号から第九号まで及び第十一号に掲げる項

目については、厚生労働大臣が定める基準に基づき、医師が必要でないと

認めるときは、省略することができる。  
 

2．厚生労働省告示  
労働安全衛生規則第四十四条第二項の規定に基づき厚生労働大臣が定める基

準  
  次の表の上欄に掲げる健康診断の項目については、それぞれ同表の下欄に掲

げる者について医師が必要でないと認めるときは、省略することができる。  
   （上欄）                （下欄）  

 

項目 省略することができる者

身長の検査 二十歳以上の者

腹囲の検査 一　四十歳未満の者(三十五歳の者を除く。)

二　妊娠中の女性その他の者であって、その腹囲が内臓脂肪の蓄積を反映していないと診断されたもの

三　BMI(次の算式により算出した値をいう。以下同じ。)が二十未満である者

　BMI＝体重(kg)／身長(m)2

四　自ら腹囲を測定し、その値を申告した者(BMIが二十二未満である者に限る。)

胸部エックス線検

査

四十歳未満の者(二十歳、二十五歳、三十歳及び三十五歳の者を除く。)で、次のいずれにも該当しない

もの

一　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行令(平成十年政令第四百二十号)第十

　二条第一項第一号に掲げる者

ニ　じん肺法(昭和三十五年法律第三十号)第八条第一項第一号又は第三号に掲げる者

喀痰(かくたん)検

査

一　胸部エックス線検査によって病変の発見されない者

ニ　胸部エックス線検査によって結核発病のおそれがないと診断された者

三　胸部エックス線検査の項の下欄に掲げる者

貧血検査、肝機能

検査、血中脂質検

査、血糖検査及び

心電図検査

四十歳未満の者(三十五歳の者を除く。)



定期健康診断項目における医師が必要でないと認める省略について 

 
（血液検査） 

 定期健康診断においては、34 歳以下の者と 36 歳～39 歳の者については、医

師が必要でないと認めるときは省略できることとされているが、この省略に際

しては、個々の労働者の健康状況の経時的な変化、自・他覚症状等を勘案しな

がら判断することが大切である。 
 
（抜粋：これからの健康診断「一般健康診断ハンドブック」労働省労働衛生課

編） 
 
 
（自覚症状および他覚症状の有無の検査とは） 
 雇入時および定期健康診断の項目に「自覚症状および他覚症状の有無の検査」

がある（労働安全衛生規則第 43 条第 2 号、第 44 条第 1 項第 2 号）。 
 具体的な項目については、省令では示されていないが、雇入時健康診断では

「当該労働者が就業を予定される業務に応じて必要とする身体特性を把握する

ための感覚器、呼吸器、消化器、神経系、皮膚および運動機能の検査が含まれ、

その検査項目の選定は当該労働者の性、年齢、既往歴、問視診等を通じての所

見などもあわせて医師の判断にゆだねられるものである。」との考え方が示され

ている。また、定期健康診断では、自覚症状の検査について、「最近において受

診者本人が自覚する事項を中心に聴取することとし、この際本人の業務に関連

が強いと医学的に想定されるものをあわせて行うものとする。」、他覚症状の検

査について、「受診者本人の訴えおよび問視診に基づき異常の疑いのある事項を

中心として医師の判断により検査項目を選定して行うこと。なお、この際医師

が本人の業務に関連が強いと判断した事項をあわせ行うものとする。」との考え

方が示されている。 
 こうした意味で自覚症状および他覚症状の有無の検査の具体的な内容につい

ては、当該健康診断を行なう医師にゆだねられている。 
 
（抜粋：これからの健康診断「一般健康診断ハンドブック」労働省労働衛生課

編  



年齢別の定期健康診断等の項目
○必須、△医師が必要でないと認めるときは省略可

20歳未満 20歳 25歳 30歳 35歳 40歳以上

既往歴及び業務歴の調査

自覚症状・他覚症状の有無の検査

体重、視力、聴力の検査

血圧の測定

身長の検査 ○ ○ △ △ △ △ △ △ △ △ △

腹囲の検査（注１） ○ △ △ △ △ △ △ △ ○ △ ○

胸部エックス検査（注２） ○

喀痰検査（注３）

尿検査（尿糖、尿蛋白） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

肝機能検査

血中脂質検査

血糖検査

貧血検査

心電図検査

（年齢以外に省略できるもの） 注１

注２

注３

四十歳未満の者（二十歳、二十五歳、三十歳及び三十五歳の者を除く。）で、次のいずれにも該当しないもの
○感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行令（平成十年政令第四百二十号）第十二条第
一項第一号に掲げる者
○じん肺法（昭和三十五年法律第三十号）第八条第一項第一号又は第三号に掲げる者

○胸部エックス線検査によって病変の発見されない者
○胸部エックス線によって結核発病のおそれがないと診断された者
○四十歳未満の者（二十歳、二十五歳、三十歳及び三十五歳の者を除く。）で、次のいずれにも該当しないもの
・感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行令（平成十年政令第四百二十号）第十二条第
一項第一号に掲げる者
・じん肺法（昭和三十五年法律第三十号）第八条第一項第一号又は第三号に掲げる者

○妊娠中の女性その他の者であって、その腹囲が内臓脂肪の蓄積を反映していないと判断されたもの
○BMI（次の算式により算出した値をいう。以下同じ。）が二十未満である者
　　BMI＝体重（kg）／身長（m）2
○自ら腹囲を測定し、その値を申告した者（BMIが二十二未満である者に限る。）

定期健康診断
雇入時健康診断

○ ○ ○

△ ○ △ ○ △ ○ △ ○ △ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ △ △ △ △ ○△ △ △ ○ △



 

 
 

二次健康診断等給付について 

 

 二次健康診断等給付は、労働安全衛生法の規定による定期健康診断等のうち、直近のも

の（以下「一次健康診断」という。）において、脳・心臓疾患を発症する危険性が高いと判

断された人に対して、脳血管及び心臓の状態を把握するための二次健康診断及び脳･心臓疾

患の発症の予防を図るための医師等による特定保健指導を受診者の負担なく受けることが

できる労災保険制度の保険給付です。 

 

１．二次健康診断等給付を受けるための要件 

二次健康診断等給付は、一次健康診断の結果において、①血圧の測定、②血中脂質検査、

③血糖検査、④腹囲の検査又は BMI（肥満度）の測定、のすべての検査項目について異常

の所見があると診断された場合に１年度内に１回のみ受けることができます。 

ただし、①から④の検査項目において異常なしと診断された場合であっても、所属する

事業所に選任されている産業医等が、当該検査を受けた労働者の就業環境等を総合的に勘

案し異常の所見が認められると診断した場合には、産業医等の意見を優先し、当該検査項

目については異常の所見があるものとすることができます。 

なお、労災保険制度に特別加入されている方及びすでに医師により脳・心臓疾患の症状

を有すると診断されている人は対象外となります。 

 

２．二次健康診断等給付の内容 

二次健康診断及び特定保健指導の内容は次の通りです。 

（１）二次健康診断 

（a）空腹時血中脂質検査（LDL コレステロール、HDL コレステロール及び血清トリグリ

セライドの量の検査） 

（b）空腹時血糖値検査（空腹時の血中グルコース量の検査） 

（c）ヘモグロビン A1C検査（一次健康診断において行った場合は除く。） 

（d）負荷心電図検査又は胸部超音波検査（心エコー検査） 

（e）頸部超音波検査（頸部エコー検査） 

（f）微量アルブミン尿検査（一次健康診断において尿中の蛋白の有無の検査において

疑陽性(±)又は弱陽性(+)の所見があると診断された場合に限る。） 

（２）特定保健指導 

栄養指導、運動指導、生活指導 

 

３．問い合わせ先 

都道府県労働局、労働基準監督署 



定期健康診断項目の診療報酬点数

診療報酬点数

1
既往歴及び業務歴の調
査

2
自覚症状及び他覚症状
の有無の検査

　

3 身長、体重、腹囲、

4 血圧の測定

5 聴力

6 視力

7 胸部エックス線検査及び （アナログ60点/デジタル68点）判断料85点

8 喀痰検査
342点（直接鏡検法50点、細菌塗抹検査32点、細菌培養検査260点（結
核を疑った場合））

9
尿検査（糖、蛋白の有
無）

○尿糖
○尿蛋白

10 心電図検査 ○心電図（130点）

11 （採血料） 25点

12 貧血検査（Hb、RBC）
○RBC、○Hb
（「末梢血液一般検査21点」に含む）

13 血糖検査 （○HbA1ｃ（49点）にて代替可）

14
肝機能検査
（GOT、GPT、γ-GTP）

○GOT17点※
○GPT17点※
○γ-GTP11点※

15
血中脂質検査
（LDL、HDL、TG）

○LDL（18点）※＊
○HDL（17点）※＊
○TG（11点）※

16 血糖検査 ○空腹時血糖（11点）※

現行は健診項目でないもの
17 クレアチニン ○クレアチニン11点※
18 血中脂質検査 ○TC17点※＊

※印の項目は実施数に応じて診療報酬点数が決まっている。
5～7項目 93点
8～9項目 99点
10項目以上 115点

定期健康診断の項目

＊HDLコレステロール、総コレステロール及びLDLコレステロールを併せて測定した場合は、主た
るもの２つの所定点数を算定する。
※印の項目は実施数に応じて診療報酬点数が決定するが、１回に採取した血液を用いてHDLコレ
ステロール、総コレステロール及びLDLコレステロールを含む５項目以上を実施する場合は、コレ
ステロールの検査３項目の実施数を２項目とみなす。

生化学的検査（Ⅰ）判断料144点

血液学的検査判断料125点

該当なし（初診料等、基本診療料に含まれる。）

初診料282点、再診料72点、外来診療料73点

26点（判断料含む）



特定健康診査

対象者

実施年度中に40－75歳に達する加入者（被保険者・被扶養者）
実施年度を通じて加入している（年度途中に加入・脱退がない）者
除外規定（妊産婦・刑務所服役中・長期入院・海外在住等）に該当し
ない者

※年度途中に75歳に達する加入者は、75歳に達するまでの間が対象

基本的な
健診の
項目

○ 質問票(服薬歴、喫煙歴 等)
○ 身体計測(身長、体重、ＢＭＩ、腹囲)
○ 理学的検査(身体診察)
○ 血圧測定
○ 血液検査
・脂質検査(中性脂肪、ＨＤＬコレステロール、ＬＤＬコレステロール)
・血糖検査(空腹時血糖又はＨｂＡ１ｃ) 注)摂食時はＨｂＡ１ｃ
・肝機能検査(ＧＯＴ、ＧＰＴ、γ－ＧＴＰ)

○ 検尿(尿糖、尿蛋白)

詳細な
健診の
項目

○ 心電図検査
○ 眼底検査
○ 貧血検査(赤血球数、血色素量、ヘマトクリット値)

注)一定の基準の下、医師が必要と認めた場合に実施







（単位:％）

合計 100.0 77.3  (100.0) 20.7 (26.8) 3.0 (3.8) 52.6 (68.1) 4.0 (5.1) 3.7 (4.8) 1.8 (2.4) 2.0 (2.5) 4.9 (6.4) 16.2 (21.0) 22.6 0.0
（事業所規模計）  
　5,000人以上 100.0 100.0  (100.0) 69.8 (69.8) - (-) 91.4 (91.4) 43.5 (43.5) 48.0 (48.0) 14.5 (14.5) 18.5 (18.5) 22.8 (22.8) - (-) - -
　1,000 ～ 4,999人 100.0 99.9  (100.0) 73.0 (73.1) 1.6 (1.6) 96.6 (96.7) 26.9 (26.9) 33.0 (33.0) 13.5 (13.5) 13.0 (13.1) 14.1 (14.1) 0.9 (0.9) 0.1 -
  　500 ～    999人 100.0 99.6  (100.0) 62.8 (63.1) 1.1 (1.1) 89.6 (90.0) 11.7 (11.8) 19.4 (19.5) 5.2 (5.2) 5.7 (5.7) 10.6 (10.6) 2.7 (2.7) 0.4 -
　  300 ～    499人 100.0 98.9  (100.0) 60.9 (61.6) 2.3 (2.3) 87.6 (88.6) 9.9 (10.0) 15.9 (16.0) 4.1 (4.2) 3.8 (3.9) 9.1 (9.2) 1.9 (1.9) 1.1 -
　  100 ～    299人 100.0 97.6  (100.0) 48.2 (49.4) 1.1 (1.1) 80.9 (82.9) 7.7 (7.9) 9.1 (9.4) 3.0 (3.1) 3.2 (3.3) 9.8 (10.0) 6.7 (6.8) 2.3 0.0
　    50 ～   　 99人 100.0 95.0  (100.0) 37.7 (39.7) 2.7 (2.8) 75.2 (79.1) 5.9 (6.2) 8.3 (8.7) 2.3 (2.5) 2.6 (2.7) 6.6 (7.0) 8.9 (9.4) 5.0 -
　    10 ～　    49人 100.0 73.6  (100.0) 16.3 (22.1) 3.1 (4.3) 47.6 (64.7) 3.4 (4.6) 2.6 (3.5) 1.6 (2.2) 1.8 (2.4) 4.3 (5.9) 17.9 (24.3) 26.4 0.1
　    30 ～　    49人 100.0 85.1  (100.0) 21.9 (25.7) 4.2 (4.9) 64.2 (75.4) 4.6 (5.4) 4.4 (5.2) 1.4 (1.7) 1.6 (1.9) 5.3 (6.3) 11.9 (14.0) 14.9 0.0
　    10 ～    　29人 100.0 71.1  (100.0) 15.0 (21.2) 2.9 (4.1) 44.0 (61.9) 3.1 (4.3) 2.2 (3.1) 1.7 (2.4) 1.8 (2.5) 4.1 (5.8) 19.2 (27.0) 28.9 0.1

区　　分

定期健
康診断
を実施
した事
業所計

（平成24年労働者健康状況調査）　

所見のあった
労働者がいる

再検査・精密
検査の指示等
の保健指導を

行った

定期健康診断の結果に 基づく措置の内容（複数回答）

作業環境管
理・作業管理
の見直しのた
め、施設又は
設備の整備・
改善を実施し

た

健康管理等に
ついて医師又
は歯科医師か
ら意見を聴い

た

就業場所の変
更や作業転換
の措置をとった

その他の措置
をとった

特に措置を講
じなかった

所見
のあっ
た労
働者

はいな
い

不明
労働時間の短
縮や時間外労
働の制限の措

置をとった

作業環境管
理・作業管理
の見直しのた
め、作業環境
測定を実施し

た

地域産業保
健センターの

医師又は
歯科医師か

ら意見
を聴いた

定期健康診断の異常所見労働者の有無及び定期健康診断の結果に基づく措置の内容別事業所割合



聴力
（1000Hz）

聴力
（4000Hz）

胸部Ｘ線検査 喀痰検査 血　圧 貧血検査 肝機能検査 血中脂質 血糖検査 尿検査（糖） 尿検査（蛋白） 心電図 有所見率

平成　２年 5.1 8.2 1.6 1.0 7.1 4.2 8.7 11.1 － 2.7 1.8 6.2 23.6

平成　３年 5.2 9.3 2.6 0.9 7.7 4.9 10.1 13.6 － 3.1 2.1 6.8 27.4

平成　４年 5.2 9.9 2.1 0.9 8.1 5.1 11.3 15.8 － 3.1 2.3 7.6 32.2

平成　５年 5.0 10.0 2.1 0.7 8.4 5.2 11.8 17.2 － 3.3 2.4 7.8 33.6

平成　６年 4.9 9.9 2.3 0.8 8.5 5.8 11.8 18.3 － 3.2 2.7 8.0 34.6

平成　７年 4.7 9.9 2.4 0.7 8.8 5.8 12.7 20.0 － 3.5 2.7 8.1 36.4

平成　８年 4.5 9.8 2.6 0.9 9.2 5.8 12.6 20.9 － 3.4 2.8 8.3 38.0

平成　９年 4.4 9.7 2.7 1.1 9.3 6.0 13.1 22.0 － 3.4 3.0 8.3 39.5

平成１０年 4.4 9.4 2.9 1.9 9.7 6.2 13.7 23.0 － 3.5 3.3 8.5 41.2

平成１１年 4.2 9.3 3.1 1.4 9.9 6.2 13.8 24.7 7.9 3.3 3.2 8.7 42.9

平成１２年 4.1 9.1 3.2 1.5 10.4 6.3 14.4 26.5 8.1 3.3 3.4 8.8 44.5

平成１３年 4.1 9.1 3.3 1.3 11.1 6.6 15.3 28.2 8.3 3.3 3.4 8.8 46.2

平成１４年 3.9 8.7 3.3 1.4 11.5 6.6 15.5 28.4 8.3 3.2 3.5 8.8 46.7

平成１５年 3.8 8.5 3.4 1.6 11.9 6.5 15.4 29.1 8.3 5.1 3.2 8.9 47.3

平成１６年 3.7 8.4 3.6 1.5 12.0 6.6 15.3 28.7 8.3 3.1 3.5 8.9 47.6

平成１７年 3.7 8.2 3.7 1.5 12.3 6.7 15.6 29.4 8.3 3.1 3.5 9.1 48.4

平成１８年 3.6 8.2 3.9 1.8 12.5 6.9 15.1 30.1 8.4 2.9 3.7 9.1 49.1

平成１９年 3.6 8.1 4.0 2.0 12.7 7.0 15.1 30.8 8.4 2.8 4.0 9.2 49.9

平成２０年 3.6 7.9 4.1 2.0 13.8 7.4 15.3 31.7 9.5 2.7 4.1 9.3 51.3

平成２１年 3.6 7.9 4.2 1.8 14.2 7.6 15.5 32.6 10.0 2.7 4.2 9.7 52.3

平成２２年 3.6 7.6 4.4 2.0 14.3 7.6 15.4 32.1 10.3 2.6 4.4 9.7 52.5

平成２３年 3.6 7.7 4.3 1.7 14.5 7.6 15.6 32.2 10.4 2.7 4.2 9.7 52.7

平成２４年 3.6 7.7 4.3 2.2 14.5 7.4 15.1 32.4 10.2 2.5 4.2 9.6 52.7

平成２５年 3.6 7.6 4.2 1.9 14.7 7.5 14.8 32.6 10.2 2.5 4.2 9.7 53.0

平成２６年 3.6 7.5 4.2 1.9 15.1 7.4 14.6 32.7 10.4 2.5 4.2 9.7 53.2

資料：厚生労働省「定期健康診断結果調」

定期健康診断項目別有所見率



【定期健康診断結果実施状況】

医 師 の
所見のあった者 歯 科 健 診

指示人数
人  数 有所見率 実施者数 有所見者数 有所見率

114,982 13,492,886 88.6 3,102,402 3,900,116 7,183,780 53.24 162,904 40,299 24.74

聴    力  （１０００ＨＺ） 聴    力  （４０００ＨＺ） 聴    力  （その他）

実施者数 有所見者数 有所見率 実施者数 有所見者数 有所見率 実施者数 有所見者数 有所見率

11,561,484 411,986 3.56 11,534,455 867,656 7.52 1,835,094 9,769 0.53

胸 部 Ｘ 線 検 査 喀 痰 検 査 血    圧 貧 血 検 査

実施者数 有所見者数 有所見率 実施者数 有所見者数 有所見率 実施者数 有所見者数 有所見率 実施者数 有所見者数 有所見率

12,463,820 524,281 4.21 105,342 2,009 1.91 13,416,178 2,020,453 15.06 11,508,307 853,009 7.41

肝 機 能 検 査 血 中 脂 質 検 査 血 糖 検 査

実施者数 有所見者数 有所見率 実施者数 有所見者数 有所見率 実施者数 有所見者数 有所見率

11,516,579 1,683,315 14.62 11,452,612 3,743,960 32.69 11,355,067 1,182,389 10.41

尿 検 査（ 糖 ） 尿 検 査（ 蛋 白 ） 心 電 図 検 査

実施者数 有所見者数 有所見率 実施者数 有所見者数 有所見率 実施者数 有所見者数 有所見率

13,313,088 329,880 2.48 13,325,349 562,817 4.22 10,011,339 972,159 9.71

【就業者数】

年齢
総数

（労働力状態）
労働力人口 就業者

（就業者）
主に仕事

（就業者）家事
のほか仕事

（就業者）通学の
かたわら仕事

（就業者）
休業者

完全失業者 非労働力人口 家事 通学 その他 不詳

40歳未満 37,911,337 24,934,273
23,050,411
＜38.7％＞

20,013,281 1,609,234 1,045,798 382,098 1,883,862 10,428,981 3,493,357 6,506,726 428,898 2,548,083

40歳以上 72,366,148 38,764,828
36,560,900
＜61.3％＞

29,570,292 6,284,391 19,808 686,409 2,203,928 29,943,392 14,292,461 38,238 15,612,693 3,657,928

総数
（15歳以上年齢）

110,277,485 63,699,101 59,611,311 49,583,573 7,893,625 1,065,606 1,068,507 4,087,790 40,372,373 17,785,818 6,544,964 16,041,591 6,206,011

資料：　 １．平成26年　規模別業種別定期健康診断結果実施状況報告

２．平成22年国勢調査産業等基本集計　　第1-1表　労働力状態(8区分)，年齢(各歳)，男女別15歳以上人口 － 全国※，都道府県※ 

平均受診率受診者数
健診実施
事業場数

特 定 業 務
従事労働者数



所見のあった者

人  数 有所見率（％）

01 製 造 業

01 食 品 製 造 5,305 （1680） 624,624 340,098 54.5

02 繊 維 工 業 441 （187） 40,586 22,453 55.3

03 衣 服 繊 維 524 （63） 43,278 23,978 55.4

04 木 材 木 製 318 （117） 25,715 14,954 58.2

05 家 具 装 備 264 （57） 23,474 13,116 55.9

06 パ ル プ 等 874 （451） 88,232 47,473 53.8

07 印 刷 製 本 1,186 （429） 112,570 59,115 52.5

08 化 学 工 業 4,067 （2234） 526,599 270,724 51.4

09 窯 業 土 石 865 （428） 83,383 47,620 57.1

10 鉄 鋼 業 718 （465） 132,170 68,310 51.7

11 非 鉄 金 属 575 （342） 80,498 43,150 53.6

12 金 属 製 品 3,065 （948） 263,154 144,575 54.9

13 一 般 機 器 3,503 （1155） 535,003 274,893 51.4

14 電 気 機 器 4,185 （1680） 755,512 383,660 50.8

15 輸 送 機 械 2,876 （1453） 672,570 307,386 45.7

16 電 気 ガ ス 1,011 （447） 127,653 82,231 64.4

17 他 の 製 造 1,789 （453） 163,124 86,123 52.8

小       計 31,566 （12589） 4,298,145 2,229,859 51.9

02 鉱 業

01 石 炭 鉱 業 2 （0） 254 194 76.4

02 土 石 採 取 22 （3） 1,124 824 73.3

03 他 の 鉱 業 27 （16） 2,062 1,493 72.4

小       計 51 （19） 3,440 2,511 73.0

03 建 設 業

01 土 木 工 事 806 （93） 62,265 43,512 69.9

02 建 築 工 事 1,391 （146） 134,829 83,288 61.8

03 他 の 建 設 1,246 （234） 126,815 75,922 59.9

小       計 3,443 （473） 323,909 202,722 62.6

04 運 輸 交 通

01 鉄 道 等 1,107 （554） 145,926 63,420 43.5

02 道 路 旅 客 3,012 （2057） 310,125 223,217 72.0

03 道 路 貨 物 5,151 （2410） 397,782 234,453 58.9

04 他 の 運 輸 44 （17） 5,830 3,017 51.8

小       計 9,314 （5038） 859,663 524,107 61.0

05 貨 物 取 扱

01 陸 上 貨 物 1,056 （349） 102,000 55,306 54.2

02 港 湾 運 送 303 （94） 30,329 17,264 56.9

小       計 1,359 （443） 132,329 72,570 54.8

１号～５号 中計 45,733 （18562） 5,617,486 3,031,769 54.0

定期健康診断実施結果（業種別）（平成26年）

業　　　　　　　　種 健診実施事業場数 受診者数

所見のあった者

人  数 有所見率（％）
業　　　　　　　　種 健診実施事業場数 受診者数

06 農 林 業 163 （27） 9,689 6,506 67.2

07 畜 産 水 産 108 （12） 8,213 4,944 60.2

08 商 業 20,747 （3814） 1,645,362 889,646 54.1

09 金 融 広 告 3,936 （185） 612,946 312,421 51.0

10 映 画 演 劇 205 （58） 16,732 8,844 52.9

11 通 信 業 1,461 （175） 304,408 173,889 57.1

12 教 育 研 究 3,949 （636） 679,119 361,668 53.3

13 保 健 衛 生 16,732 （7743） 2,098,218 1,006,287 48.0

14 接 客 娯 楽 4,552 （1137） 272,463 139,282 51.1

15 清 掃 と 畜 2,895 （847） 277,080 186,348 67.3

16 官 公 署 100 （15） 17,515 10,884 62.1

17 他 の 事 業 14,401 （2584） 1,933,655 1,051,292 54.4

６号～１７号 中計 69,249 （17233） 7,875,400 4,152,011 52.7

合       計 114,982 （35795） 13,492,886 7,183,780 53.2

資料：厚生労働省「定期健康診断結果調」
（注） １　「健康診断実施事業場数」欄は健診実施延事業場数である。

２　（　　　）内は年２回以上健診を実施した事業場数で内数である。



うち死亡者 うち死亡者

19歳以下 0 0 0 0

20～29歳 13 6 7 5

30～39歳 43 19 39 21

40～49歳 92 46 93 42

50～59歳 108 47 111 40

60歳以上 50 15 27 13

合計 306 133 277 121

出典：厚生労働省職業病認定対策室調

脳・心臓疾患の年齢別構成比（労災支給決定件数）

脳・心臓疾患の年齢別労災支給決定件数

平成25年度 平成26年度

支給決定件数 支給決定件数

年度

年齢

16%
10%

35%
40%

30% 34%

14% 14%

4% 3%
0% 0%

平成25年度 平成26年度

19歳以下

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

出典：厚生労働省職業病認定対策室調



脳・心臓疾患の労災補償状況脳・心臓疾患の労災補償状況
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出典：厚生労働省職業病認定対策室調



労働者死傷者数及び脳・心臓疾患労災支給決定件数における年齢別比較
（人）

19歳以下 20～29歳 30～39歳 40歳～49歳 50～59歳 60歳以上 計

全死傷者数（平成26年度）
2,811
(2%)

15,395
(13%)

20,051
(17%)

26,653
(22%)

27,523
(23%)

27,102
(23%)

119,535
(100%)

脳・心臓疾患労災支給決定件数
（平成26年度）

0
(0%)

7
(3%)

39
(14%)

93
(34%)

111
(40%)

27
(10%)

277
(100%)

資料出所： １　厚生労働省「平成26年労働者死傷病報告調べ（休業４日以上）」による。
２　厚生労働省「平成26年度職業病認定対策室調べ」による。

※休業４日以上



異常所見への医師の意見

（産業医又は労働者の健康管理等を行うに
必要な医学に関する知識を有する医師が適当）

・労働時間等の情報及び職場巡視の機会の提供
・必要に応じた労働者との面接

・就業区分の意見
（通常勤務、就業制限（就業場所の変更等）、要休業）
・作業環境管理・作業管理に関する意見

定期健康診断及び事後措置の概要

健康診断を行った医師の判定（異常なし、要観察、要医療等）

異常所見者

任意の再検査・
精密検査

任意の
結果の提出

労働者からの意見聴取

事業者による就業上の措置の決定

定期健康診断の実施
（健康診断結果に基づき事業者が講ずべき措置に関する指針）



生年月日 年　　月　　日 雇 入 年 月 日

性 別 男　　　・　　女

年　　　月　　　日 年　　　月　　　日 年　　　月　　　日 年　　　月　　　日

歳 歳 歳 歳

右 （　　　　） （　　　　） （　　　　） （　　　　）

左 （　　　　） （　　　　） （　　　　） （　　　　）

右　　　1000Hｚ １所見なし２所見あり １所見なし２所見あり １所見なし２所見あり １所見なし２所見あり

4000Ｈｚ １所見なし２所見あり １所見なし２所見あり １所見なし２所見あり １所見なし２所見あり

左　　　1000Ｈｚ １所見なし２所見あり １所見なし２所見あり １所見なし２所見あり １所見なし２所見あり

4000Ｈｚ １所見なし２所見あり １所見なし２所見あり １所見なし２所見あり １所見なし２所見あり

検 査 方 法 １オージオ　　２その他 １オージオ　　２その他 １オージオ　　２その他 １オージオ　　２その他

直接　　　　間接 直接　　　　間接 直接　　　　間接 直接　　　　間接

　　年　　　月　　　日 　　年　　　月　　　日 　　年　　　月　　　日 　　年　　　月　　　日

Ｎｏ． Ｎｏ． Ｎｏ． Ｎｏ．

血 色 素 量 （ ｇ ／ ｄ ｌ ）

赤血球数（万／mm3）

Ｇ Ｏ Ｔ （ Ｉ Ｕ ／ ｌ ）

Ｇ Ｐ Ｔ （ Ｉ Ｕ ／ ｌ ）

γ － Ｇ Ｔ Ｐ （ Ｉ Ｕ ／ ｌ ）

ＬＤＬコレステロール（ｍｇ／ｄｌ）

ＨＤＬコレステロール（ｍｇ／ｄｌ）

トリグリセライド（ｍｇ／ｄｌ）

糖 ─　┼　┼┼　┼┼┼ ─　┼　┼┼　┼┼┼ ─　┼　┼┼　┼┼┼ ─　┼　┼┼　┼┼┼

蛋白 ─　┼　┼┼　┼┼┼ ─　┼　┼┼　┼┼┼ ─　┼　┼┼　┼┼┼ ─　┼　┼┼　┼┼┼

血 圧 (mm Ｈ ｇ ）

肝 機 能
検 査

血 糖 検 査 （ ｍ ｇ ／ ｄ ｌ ）

検 査

他 覚 症 状

貧 血

　

心 電 図 検 査

氏 名

視 力

聴 力

胸 部 エ ッ ク ス 線 検 査

フ イ ル ム 番 号

喀 痰 検 査

健 診 年 月 日

年 齢

他 の 法 定 特 殊 健 康
診 断 の 名 称

業 務 歴

既 往 歴

自 覚 症 状

歳

身 長 （ ｃ ｍ ）

体 重 （ ｋ ｇ ）

Ｂ Ｍ Ｉ

年　　　月　　　日

（　　　　）

（　　　　）

様式第５号（第５１条関係）（２）（表面）

健　　康　　診　　断　　個　　人　　票

年　　　　月　　　　日

１所見なし ２所見あ
り

１所見なし ２所見あ
り

１オージオ　　２その他

直接　　　　間接

１所見なし ２所見あ
り

１所見なし ２所見あ
り

　　年　　　月　　　日

Ｎｏ．

血 中 脂
質 検 査

─　┼　┼┼　┼┼┼

─　┼　┼┼　┼┼┼
尿 検 査

腹 囲 （ ｃ ｍ ）



年　　　月　　　日 年　　　月　　　日 年　　　月　　　日 年　　　月　　　日

備考
1

2

3

体　重（ｋｇ）

身　長（ｍ）2

4
5

6

7
8

9
10

ＢＭＩ=

「視力」の欄は、矯正していない場合は（　）外に、矯正している場合は（　）内に記入すること。　

「歯科医師による健康診断」の欄は、労働安全衛生規則第４８条の健康診断を実施した場合に記入すること。

「歯科医師の意見」の欄は、歯科医師による健康診断の結果、異常の所見があると診断された場合に、就業上の措置について
歯科医師の意見を記入すること。

「聴力」の欄の検査方法については、オージオメーターによる場合は１に、オージオメーター以外による場合は２に丸印をつける
こと。なお、労働安全衛生規則第４４条第５項の規定により医師が適当と認める方法により行った聴力の検査については、１００
０ヘルツ及び４０００ヘルツの区分をせずに所見の有無を１０００ヘルツの所に記入すること。

「その他の法定検査」の欄は、労働安全衛生規則第４７条の健康診断及び労働安全衛生法第６６条第４項の規定により都道府
県労働基準局長の指示を受けて行った健康診断のうち、それぞれの該当欄以外の項目についての結果を記入すること。

「医師の診断」の欄は、異常なし、要精密検査、要治療等の医師の診断を記入すること。

「医師の意見」の欄は、健康診断の結果、異常の所見があると診断された場合に、就業上の措置について医師の意見を記入す
ること。

Ｂ Ｍ Ｉ は、次の算式により算出すること。

歯科医師による健康診断を
実施した歯科医師の氏名 印

意見を述べた医師の氏名印

健 診 年 月 日

そ の 他 の 法 定 検 査

そ の 他 の 検 査

年　　　月　　　日

医 師 の 診 断

様式第５号（第５１条関係）（２）（裏面）

意 見 を 述 べ た 歯 科
医 師 の 氏 名 印

健 康 診 断 を 実 施 し た
医 師 の 氏 名 印

医 師 の 意 見

歯科医師による健康診断

（１．有機溶剤　　　２．鉛　　　３．四アルキル鉛　　　４．特定化学物質　　　５．高気圧作業　　　６．電離放射線　　　７．石綿
８．じん肺）

労働安全衛生規則第４４条、第４５条若しくは第４７条若しくは第４８条までの健康診断、労働安全衛生法第６６条第４項の健康
診断（雇入時の健康診断を除く。）又は同法第６６条の２の健康診断を行ったときに用いること。

「他の法定特殊健康診断の名称」の欄には、当該労働者が特定の業務に就いていることにより行うことになっている法定の健康
診断がある場合に、次の番号を記入すること。

備 考

歯 科 医 師 の 意 見



 
 

【長時間労働者の場合】 
長時間労働者関係 ・ 高ストレス者関係 【該当するものに○】 

 

面接指導結果報告書 

対象者 氏名  労働 太郎 
所属  労働部 労働課 

男・女 年齢  43  歳 

勤務の状況 

（労働時間、 

労働時間以外の要因） 

・過去 3 か月間の月あたり時間外労働が 100 時間以上。 
・突発案件が多いために、休憩時間が確保しにくい。 
 

疲労の蓄積の状況 
【長時間労働者のみ】 

０．   1．   2．   3． 

（低）           （高） 

心理的な負担の状況 
【高ストレス者のみ】 

（ストレスチェック結果） 

A.ストレスの要因     点 

B.心身の自覚症状     点 

C.周囲の支援       点 

（医学的所見に関する特記事項） 

 

 

 

その他の心身の状況 
0．所見なし  1．所見あり（ 血圧及び血糖値が高い            ） 

面
接
医
師
判
定 

本人への指導区分 
 

※複数選択可 

0．措置不要 

1．要保健指導 

2．要経過観察 

3．要再面接（時期： 1 か月後     ） 

4．現病治療継続 又は 医療機関紹介 

（その他特記事項） 

脳・心臓疾患のリスクが高いため、医
療面、就業面の措置が必要。また、措
置の効果を確認するため、再面接が必
要。 

 
就業上の措置に係る意見書 

就業区分 0．通常勤務   1．就業制限・配慮   2．要休業 

就
業
上
の
措
置 

労働時間 
の短縮 

（考えられるもの
に○） 

0．特に指示なし 
4．変形労働時間制または裁量労働制の対象からの除外 

 

1．時間外労働の制限  20   時間／月まで 
5．就業の禁止（休暇・休養の指示） 

 

2．時間外労働の禁止 
 

6．その他 休憩時間の確保 
 
   

3．就業時間を制限 

   時   分 ～   時   分 

労働時間以外 
の項目 

（考えられるもの
に○を付け、措置
の内容を具体的に
記述） 

主要項目 a. 就業場所の変更 b. 作業の転換 c. 深夜業の回数の減少 d. 昼間勤務への転換 e. その他 

1） 

2） 

3） 

措置期間     １ 日・ 週 ・ 月    又は     年  月  日～   年  月  日 

職場環境の改善に関す

る意見 
【高ストレス者のみ】 

 

医療機関への 

受診配慮等 業務多忙のため定期的な受診が困難となっているので、業務量等について配慮が必要。 

 

その他 

（連絡事項等） 
就業上の措置を決定する際には、本人の意見を十分に聴くことが必要。 

 
医師の所属先  2015年 12月 10日（実施年月日） 印 

○○○○株式会社 健康管理室 医師氏名     安全 一郎  

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

長時間労働者、高ストレス者の面接指導に関する報告書・意見書作成マニュアル（抜粋） 

厚生労働省労働衛生課産業保健支援室 



（記載方法） 

 
１～７の説明 
 

１：人事・労務担当者からの情報収集（「労働時間等に関するチェックリスト（例）」（18頁）

等を参照）や、労働者への聞き取りから判断して記載する。労働時間以外の要因について

は、「労働時間以外の労働に関する負荷要因（例）」（19頁）等を参考に情報収集・聞き取

りを行う。 

 

２：本人の様子ややりとりから判断して疲労の蓄積の状況を評価し、０～３の中から該当する

ものに○をする。なお、「疲労蓄積度のチェックリスト（例）」（20頁）の判定等を参考に

評価することも考えられる。 

 

３：本人の様子ややりとりから判断してその他の心身の状況を評価し、０（所見なし）又は１

（所見あり）のいずれか該当するものに○をする。（ ）内には、必要に応じて所見の具体

的内容を記載する。なお、その場での血圧測定結果、「心身の健康状況、生活状況の把握の

ためのチェックリスト（例）」（23頁）、「抑うつ症状に関する質問（例）」（25頁）等を参考

に評価することも考えられる。 

 

４：１～３を総合的に評価し、指導区分として０（措置不要）～４（現病治療継続）の中から

該当するものに○をする。また、「その他特記事項」には、特に留意すべき事項があれば記

載する。 

なお、必要に応じ、「脳・心臓疾患のリスク評価の方法（例）」（26頁）を参考にして評価

を行い、その結果を「その他特記事項」に記載することも考えられる。 

保健指導が必要な場合、「面接時の生活習慣・セルフケアのアドバイス（例）」（28頁）等

が参考になるが、具体的な指導内容を報告書に記載する必要はない。 

 
５：「就業区分」として、０（通常勤務）～２（要休業）の中から該当するものに○をする。

具体的な就業上の措置については、該当するものに○をし、具体的な措置の内容について

も記載する。なお、面接指導の時点では、具体的な措置の選択や内容まで判断がつかない

場合には、考えられる措置（複数でも可）を選択し、具体的な内容の記載については、記

載困難な場合は空欄とする。 

「６．その他」の具体的な記載例としては、上記のほか、「代休の取得」、「休日出勤の減

少」、「夜勤明けは休日とする」、「夜勤中に仮眠が取れるようにする」などが考えられる。 

 

６：医療機関への受診が必要な場合は、必要に応じて配慮事項を記載する。 

 

７：その他、事業者に対して伝えておくべき事項があれば、必要に応じて記載する。 

 



（７）脳・心臓疾患のリスク評価の方法（例） 

※長時間労働者に対する面接指導の際に使用可能 
 

日本高血圧学会・高血圧治療ガイドライン2014年版による手順を示します。 

 

ステップ１ 血圧の評価：表１により対象者の血圧を評価、分類します。 

↓ 

ステップ２ 高血圧以外の脳・心臓疾患の危険因子の評価：表２により対象者の、高血圧以外の

脳・心臓疾患の危険因子を評価します。 

↓ 

ステップ３ 脳・心臓疾患リスクの評価：ステップ１とステップ２の情報をもとに、表３を用い

て脳・心臓疾患リスクの評価を行います。 

 

表１ 血圧の分類 

  収 縮 期 血 圧

（mmHg） 

 拡 張 期 血 圧

（mmHg） 

正常域血圧 至適血圧 <120 かつ <80 

 正常血圧 120-129 かつ／または 80-84 

 正常高値血圧 130-139 かつ／または 85-89 

高血圧 Ⅰ度高血圧 140-159 かつ／または 90-99 

 Ⅱ度高血圧 160-179 かつ／または 100-109 

 Ⅲ度高血圧 ≧180 かつ／または ≧110 

 （孤立性）収縮期

高血圧 

≧140 かつ ＜90 

高血圧治療ガイドライン2014年版から作成． 

 

表２ 高血圧以外の脳・心臓疾患の危険因子 

高血圧以外の心血管病の危険因子 メタボリックシンドロームの診断基準（８学会

策定新基準, 2005） 

1)年齢（65歳以上） 

2)喫煙 

3)脂質異常症 

低ＨＤＬコレステロール血症（＜40 mg/dL） 

高LDLコレステロール血症（≧140 mg/dL） 

 高トリグリセライド血症（≧150 mg/dL） 

4)肥満（BMI≧25）（特に内臓脂肪型肥満） 

5)メタボリックシンドローム 

6)若年（50歳未満）発症の心血管病の家族歴 

7)糖尿病 

 空腹時血糖≧126mg/dL 

 負荷後血糖2時間値≧200mg/dL 

 随時血糖≧200mg/dL 

  HbA1c≧6.5％（NGSP値） 

1) 腹腔内脂肪蓄積 

 ウエスト周囲径 男性≧85cm 女性≧90ｃ

ｍ 

 （内臓脂肪面積 男女とも≧100cm2に相当） 

上記に加えて下記のうち２項目以上 

2) 脂質値 

 トリグリセライド ≧150mg/dL 

 かつ／または 

 HDLコレステロール ＜40mg/dL 

3) 血圧値 

 収縮期血圧 ≧130mmHg 

 かつ／または 

 拡張期血圧 ≧85mmHg 

4) 血糖値 

 空腹時血糖 ≧100mg/dL 

高血圧治療ガイドライン2014年版から作成. 



表３ 診察室血圧とその他の危険因子に基づいた脳・心臓疾患リスクの評価 

 Ⅰ度高血圧 

140-159かつ/または

90-99 mmHg 

Ⅱ度高血圧 

160-179かつ/または

100-109 mmHg 

Ⅲ度高血圧 

≧180かつ/または≧

110 mmHg 

リスク第一層（予後影

響因子がない） 
低リスク 中等リスク 高リスク 

リスク第二層（糖尿病

以外の１～２個の危険

因子、または３項目を

満たすメタボリックシ

ンドローム） 

中等リスク 高リスク 高リスク 

リスク第三層（糖尿病、

慢性腎臓病（CKD）、

あるいは臓器障害/心

血管病の存在、4項目

を満たすメタボリック

シンドローム、または

３個以上の危険因子） 

高リスク 高リスク 高リスク 

高血圧治療ガイドライン2014年版を一部改変. 

 

  注：「予後影響因子」、「危険因子」は、表２「高血圧以外の脳・心臓疾患の危険因子」を参照 

 

 

このほか以下のガイドラインも参考になります。 

 脳心血管病予防に関する包括的リスク管理合同会議. 脳心血管病予防に関する包括的リスク

管理チャート, 2015. 

http://www.naika.or.jp/info/crmcfpoccd/ 

 日本動脈硬化学会編：動脈硬化性疾患予防ガイドライン2012年版,2012． 

 厚生労働科学研究費（労働安全衛生総合研究）「過重労働等による労働者のストレス負荷の評

価に関する研究」過重労働等健康リスク予知チャート, 2008. 

https://mental.m.u-tokyo.ac.jp/jstress/riskchart/ 



 
 

 

 
 
 
 

出典：日本高血圧学会 高血圧治療ガイドライン 2014 











糖尿病型 ： 血糖値（空腹時≧126㎎／dL, OGTT 2時間値≧200㎎／dL, 随時≧200㎎／dL のいずれか）
HbA1c（NGSP)≧6.5％

血糖値とHbA1ｃ
ともに糖尿病型

血糖値のみ
糖尿病型

HbA1cのみ
糖尿病型

・糖尿病の典型的症状
・確実な糖尿病網膜症

のいずれか

糖尿病 再検査
再検査

（血糖検査は必須）

あり なし

血糖値と
HbA1c

ともに糖尿病型

血糖値のみ
糖尿病型

HbA1c
のみ

糖尿病型

いずれも
糖尿病型
でない

血糖値と
HbA1c

ともに糖尿病型

血糖値のみ
糖尿病型

HbA1c
のみ

糖尿病型

いずれも
糖尿病型
でない

糖尿病
糖尿病疑い

糖尿病
糖尿病疑い

３～６ヶ月以内に血糖値・HbA1ｃを再検査

図１ 糖尿病の臨床診断のフローチャート

出典： 科学的根拠に基づく糖尿病診療ガイドライン２０１３

なるべく
1ヶ月以内に



○慢性腎臓病（CKD）

・(１) 病理、画像診断、血液・尿異常で腎障害の存在（ 特に、アルブミン（蛋白）尿）、

(２)GFR低下（60 ml/min/1.73m2）のいずれかまたは両方が、3カ月間以上持続する病態

・日本のCKDの有病者数は1330万人と推定

○原疾患別の透析導入患者の特徴（透析新規導入患者数は平成24年は36,377人/年）
１．糖尿病性腎症（新規導入患者15,809人（43.5％）、維持透析患者数は.11.8万人）

・高血糖による糸球体細小血管障害が主で、糸球体硬化が主病変
・アルブミン尿が早期診断マーカーと考えられてきたが、陰性でもGFR低下例がある。
・eGFRが正常でも大量の蛋白尿（ネフローゼ症候群）を呈することがある
・蛋白尿陽性例は、腎、心血管及び生命予後が悪い

２． 慢性糸球体腎炎（新規導入患者6,466人（17.8％）、維持透析患者数は9.8万人）
・IgA腎症、膜性腎症、膜性増殖性腎炎などの糸球体原発の各種腎炎の総称
・早期診断には尿検査（血尿、蛋白尿、沈査など）が有効
・早期なら免疫抑制療法（ステロイドや免疫抑制剤）が有効で、導入数は減少傾向

３．腎硬化症（新規導入患者5,151人（14.2％）、維持透析患者数は2.8万人）
・腎髄質の細小動脈硬化による虚血からネフロンの破壊と腎間質線維化が起こる
・蛋白尿が陰性（軽度）で、緩徐にGFRが低下する例が多い
・高血圧が原因と考えられ、高齢化によって増加傾向

原疾患別の慢性腎臓病（CKD）の特徴
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(7)

目的（※１） 対象集団 簡便性・安全性 精度/有効性 カットオフ 実施体制 対象者 方法 保健医療体制

中性脂肪
（トリグリセライド）

虚血性心疾患・脳血管
疾患の危険因子として
の脂質異常症の評価

４０歳から７４歳の男女
採血検査であり、重篤
な副作用等は報告され
ていない

精度/有効性とも確立し
ている

動脈硬化性疾患予防ガ
イドライン2012によって
示されている

空腹時採血が望ましい
が、健診現場では必ず
しも空腹時採血が実施
できないことがあること
が課題

特定保健指導対象者
及び受診勧奨判定値以
上の者

特定保健指導及び受診
勧奨

これまでも特定保健指
導として実施している

HDLコレステロール
虚血性心疾患・脳血管
疾患の危険因子として
の脂質異常症の評価

４０歳から７４歳の男女
採血検査であり、重篤
な副作用等は報告され
ていない

精度/有効性とも確立し
ている

動脈硬化性疾患予防ガ
イドライン2012によって
示されている

これまでも特定健康診
査として実施している

特定保健指導対象者
及び受診勧奨判定値以
上の者

特定保健指導及び受診
勧奨

これまでも特定保健指
導として実施している

LDLコレステロール
虚血性心疾患・脳血管
疾患の危険因子として
の脂質異常症の評価

４０歳から７４歳の男女
採血検査であり、重篤
な副作用等は報告され
ていない

直接法は測定精度に懸
念があることが課題
　Nakamura M, et al. 2009.
　Miller WG, et al. 2009.

有効性は確立している

動脈硬化性疾患予防ガ
イドライン2012によって
示されている

これまでも特定健康診
査として実施している

特定保健指導対象者
及び受診勧奨判定値以
上の者

特定保健指導及び受診
勧奨

これまでも特定保健指
導として実施している

総コレステロール
虚血性心疾患・脳血管
疾患の危険因子として
の脂質異常症の評価

４０歳から７４歳の男女
採血検査であり、重篤
な副作用等は報告され
ていない

精度/有効性とも確立し
ている

動脈硬化性疾患予防ガ
イドライン2012によって
示されている

これまでも臨床検査とし
て実施しており、特定健
康診査としても実施可
能である

日本人はHDLコレステ
ロールが高いことが知
られており、保健指導
対象者の選定に総コレ
ステロールを用いると
過大評価となる懸念が
あることが課題

保健指導及び受診勧奨

健診項目に導入した場
合、特定保健指導と同
様の体制で実施可能で
ある

non HDLコレステロー
ル

虚血性心疾患・脳血管
疾患の危険因子として
の脂質異常症の評価

４０歳から７４歳の男女

総コレステロール及び
HDLコレステロールから
算出される
「non HDLコレステロール」 =
「総コレステロール」 – 「HDL
コレステロール」

精度/有効性とも確立し
ている

動脈硬化性疾患予防ガ
イドライン2012によって
示されている

これまでも臨床検査とし
て実施しており、特定健
康診査としても実施可
能である

保健指導対象者及び受
診勧奨判定値以上の
者

保健指導及び受診勧奨

健診項目に導入した場
合、特定保健指導と同
様の体制で実施可能で
ある

AST(GOT)
肝機能異常の重症化
の進展の早期の評価

４０歳から７４歳で詳細
な健診として実施する
対象者の選定が課題

採血検査であり、重篤
な副作用等は報告され
ていない

精度/有効性とも確立し
ている

日本消化器学会肝機
能研究班意見書によっ
て示されている

これまでも特定健康診
査として実施している

受診勧奨者に対する医
療は実施可能である

ALT(GPT)
肝機能異常の重症化
の進展の早期の評価

４０歳から７４歳で詳細
な健診として実施する
対象者の選定が課題

採血検査であり、重篤
な副作用等は報告され
ていない

精度/有効性とも確立し
ている

日本消化器学会肝機
能研究班意見書によっ
て示されている

これまでも特定健康診
査として実施している

受診勧奨者に対する医
療は実施可能である

γGT(γ-GTP)
肝機能異常の重症化
の進展の早期の評価

４０歳から７４歳で詳細
な健診として実施する
対象者の選定が課題

採血検査であり、重篤
な副作用等は報告され
ていない

精度/有効性とも確立し
ている

日本消化器学会肝機
能研究班意見書によっ
て示されている

これまでも特定健康診
査として実施している

受診勧奨者に対する医
療は実施可能である

空腹時血糖（※２）
虚血性心疾患・脳血管
疾患の危険因子として
の糖尿病の評価

４０歳から７４歳の男女
採血検査であり、重篤
な副作用等は報告され
ていない

精度/有効性とも確立し
ている

糖尿病治療ガイドに
よって示されている

空腹時採血が望ましい
が、健診現場では必ず
しも空腹時採血が実施
できないことがあること
が課題

特定保健指導対象者
及び受診勧奨判定値以
上の者

特定保健指導及び受診
勧奨

これまでも特定保健指
導として実施している

HbA1c（※２）
虚血性心疾患・脳血管
疾患の危険因子として
の糖尿病の評価

４０歳から７４歳の男女
採血検査であり、重篤
な副作用等は報告され
ていない

精度/有効性とも確立し
ている

糖尿病治療ガイドに
よって示されている

これまでも特定健康診
査として実施している

特定保健指導対象者
及び受診勧奨判定値以
上の者

特定保健指導及び受診
勧奨

これまでも特定保健指
導として実施している

尿糖（半定量）
虚血性心疾患・脳血管
疾患の危険因子として
の糖尿病の評価

４０歳から７４歳の男女
尿検査であり、重篤な
副作用等は報告されて
いない

精度は濃縮尿や希釈
尿では過大あるいは過
小評価する可能性があ
ることが課題
有効性は糖尿病の診
断基準に位置づけられ
ていないことが課題

循環器病予防ハンド
ブック（社団法人日本循
環器管理研究協議会
編）によって示されてい
る

これまでも特定健康診
査として実施している

特定保健指導対象者
及び受診勧奨判定値以
上の者

特定保健指導及び受診
勧奨

これまでも特定保健指
導として実施している

　　　　　　　　　厚生労働科学研究補助金　「特定健診・保健指導における健診項目等の見直しに関する研究」　研究班作成　

※１　特定健康診査で実施される健診項目の検査の目的には、①特定健康診査の最終エンドポイントである虚血性心疾患、脳血管疾患等の危険因子（糖尿病、高血圧症、脂質異常症）の評価
　　　②生活習慣病の重症化の進展の早期の評価　がある
※２　いずれかの項目の実施でも可

保健指導及び受診勧奨判定値は定められてい
るが、保健指導方法が明確でないことが課題

保健指導及び受診勧奨判定値は定められてい
るが、保健指導方法が明確でないことが課題

保健指導及び受診勧奨判定値は定められてい
るが、保健指導方法が明確でないことが課題

脂質

肝機能

代謝系

特定健康診査の健診項目について（脂質・肝機能・代謝系）

検査項目 検査内容

検査 事後措置（治療・介入）

(4) (5) (6)

平成28年2月2日

第3回特定健康診査・特定保健指導の在り方に関する検討会
資料2



厚生労働科学研究補助金　「特定健診・保健指導における健診項目等の見直しに関する研究」　研究班作成　

(7)

目的（※１） 対象集団 簡便性・安全性 精度/有効性 カットオフ 実施体制 対象者 方法 保健医療体制

尿蛋白（半定量）
腎機能異常の重症化の
進展の早期の評価

・現在は４０歳から７４歳
の男女に実施
・４０歳から７４歳で詳細
な健診として実施する
対象者の選定が課題

尿検査であり、重篤な
副作用等は報告されて
いない

精度は濃縮尿や希釈尿
では過大あるいは過小
評価する可能性がある
ことが課題
有効性は確立している

エビデンスに基づくCKD
診療ガイドライン2013に
よって示されている

これまでも特定健康診
査として実施している

受診勧奨者に対する医
療は実施可能である

血清クレアチニン
腎機能異常の重症化の
進展の早期の評価

・現在は４０歳から７４歳
の男女に実施
・４０歳から７４歳で詳細
な健診として実施する
対象者の選定が課題

採血検査であり、重篤
な副作用等は報告され
ていない

eGFRは実測値と比べて
ばらつきが大きく、計算
式に年齢が加味されて
いることから、対象集団
によっては過大評価す
る可能性があることが
課題
有効性は確立している

エビデンスに基づくCKD
診療ガイドライン2013に
よって示されている

これまでも臨床検査とし
て実施しており、特定健
康診査としても実施可
能である

健診項目に導入した場
合、受診勧奨者に対す
る医療は実施可能であ
る

ヘマトクリット値
貧血の重症化の進展の
早期の評価

採血検査であり、重篤
な副作用等は報告され
ていない

精度/有効性とも確立し
ている

人間ドック成績判定及
び事後指導に関するガ
イドラインによって示さ
れている

これまでも特定健康診
査として実施している

受診勧奨者に対する医
療は実施可能である

血色素量
貧血の重症化の進展の
早期の評価

採血検査であり、重篤
な副作用等は報告され
ていない

精度/有効性とも確立し
ている

人間ドック成績判定及
び事後指導に関するガ
イドラインによって示さ
れている

これまでも特定健康診
査として実施している

受診勧奨者に対する医
療は実施可能である

赤血球数
貧血の重症化の進展の
早期の評価

採血検査であり、重篤
な副作用等は報告され
ていない

精度/有効性とも確立し
ている

人間ドック成績判定及
び事後指導に関するガ
イドラインによって示さ
れている

これまでも特定健康診
査として実施している

受診勧奨者に対する医
療は実施可能である

心疾患の重症化の進展
の早期の評価

・現在は４０歳から７４歳
で、前年の健診結果等
において、①血糖高値、
②脂質異常、③血圧高
値、④肥満の全ての項
目について、一定の基
準に該当した者のうち、
医師が必要と認める者
に実施
・４０歳から７４歳で詳細
な健診として実施する
対象者の選定が課題

非侵襲的な臨床検査で
あり、重篤な副作用等
は報告されていない

精度/有効性とも確立し
ている（判定は日本循
環器管理研究協議会心
電図コード2005で確立
している）

循環器病予防ハンド
ブック（社団法人日本循
環器管理研究協議会
編）によって示されてい
る

これまでも特定健康診
査として実施している

受診勧奨者に対する医
療は実施可能である

眼疾患の重症化の進展
の早期の評価

・現在は４０歳から７４歳
で、前年の健診結果等
において、①血糖高値、
②脂質異常、③血圧高
値、④肥満の全ての項
目について、一定の基
準に該当した者のうち、
医師が必要と認める者
に実施
・４０歳から７４歳で詳細
な健診として実施する
対象者の選定が課題

侵襲的な臨床検査であ
るが、重篤な副作用等
は報告されていない

片眼の測定では眼科疾
患の多くを見逃している
可能性があること、写真
撮影は安定した手技だ
が、判定は判定医の経
験、技量に左右される
可能性があることが課
題

循環器病予防ハンド
ブック（社団法人日本循
環器管理研究協議会
編）によって示されてい
る

これまでも特定健康診
査として実施している

受診勧奨者に対する医
療は実施可能である

基本的な
項目

詳細な健
診の項目

※１　特定健康診査で実施される健診項目の検査の目的には、①特定健康診査の最終エンドポイントである虚血性心疾患、脳血管疾患等の危険因子（糖尿病、高血圧症、脂質異常症）の評価
　　　②生活習慣病の重症化の進展の早期の評価　がある

12誘導心電図

眼底検査

尿腎機能

血液一般

保健指導及び受診勧奨判定値が定められておら
ず、保健指導方法が明確でないことが課題

保健指導及び受診勧奨判定値は定められている
が、保健指導方法が明確でないことが課題

保健指導及び受診勧奨判定値が定められておら
ず、保健指導方法が明確でないことが課題

保健指導及び受診勧奨判定値が定められておら
ず、保健指導方法が明確でないことが課題

保健指導及び受診勧奨判定値が定められておら
ず、保健指導方法が明確でないことが課題

保健指導及び受診勧奨判定値が定められておら
ず、保健指導方法が明確でないことが課題

保健指導及び受診勧奨判定値が定められておら
ず、保健指導方法が明確でないことが課題

・現在は４０歳から７４歳
で、貧血の既往歴を有
する者又は視診等で貧
血が疑われる者のうち、
医師が必要と認める者
実施

特定健康診査の健診項目について（尿腎機能・詳細な健診）

検査項目 検査内容

検査 事後措置（治療・介入）

(4) (5) (6)

平成28年3月11日

第４回特定健康診査・特定保健指導の在り方に関する検討会
資料２



 

 

健診の検査実施方法および留意事項 

 

健診の検査実施方法について下記のとおりとすることが望ましい。 

 

(1) 検査前の食事の摂取、運動について 

  ア アルコールの摂取や激しい運動は、健診の前日より控える。 

イ 午前中に健診を実施する場合は、血糖、中性脂肪等の検査結果に影響を及

ぼすため、健診前１０時間以上は、水以外の飲食物を摂取しない。 

ウ 午後に健診を実施する場合は、HbA1ｃ 検査を実施する場合であっても、

軽めの朝食とするとともに、他の検査結果への影響を軽減するため、健診ま

で水以外の飲食物を摂取しないことが望ましい。 

 

(2) 腹囲の検査 

ア 立位、軽呼気時において、臍の高さで測定する。 

イ 脂肪の蓄積が著明で臍が下方に変位している場合は、肋骨下縁と上前腸骨

棘の中点の高さで測定する。 

ウ より詳細については、独立行政法人国立健康・栄養研究所のホームページ

(http://www0.nih.go.jp/eiken/info/kokucho.html)において示されて

いるので、参考とされたい。 

 

(3) 血圧の測定 

ア 測定回数は原則２回とし、その２回の測定値の平均値を用いる。ただし、

実施状況に応じて、１回の測定についても可とする。 

イ その他、測定方法については、関係団体により手引書（「循環器病予防ハ

ンドブック」（社団法人日本循環器管理研究協議会編）等）が示されており、

概要については社団法人日本循環器管理研究協議会のホームページ

(http://www.jacd.info/method/index.html)において示されているので、

これを参考とされたい。 

 

(4) 血中脂質検査及び肝機能検査 

ア 原則として、分離剤入りプレイン採血管を用いる。 

イ 採血後、原則として早急に遠心分離し、24時間以内に測定するのが望ま

しい。 

  なお、これが困難な場合は、採血後に採血管は冷蔵又は室温で保存し、

12時間以内に遠心分離する。 

ウ 血清は、測定まで冷蔵で保存し、採血から７２時間以内に測定する。 

エ 血中脂質検査の測定方法については、可視吸光光度法、紫外吸光光度法等

による。ただし空腹時採血を行い総コレステロール値を測定した上であれば

、中性脂肪が400mg/dL以下の場合に限り、Friedewald式を用いてＬＤ

 

標準的な健診・保健指導プログラム
【改訂版】平成25年４月

http://www0.nih.go.jp/eiken/info/kokucho.html
http://www.jacd.info/method/index.html
IDBER
テキストボックス
特定健康診査について


IDBER
線

IDBER
線



 

 

Ｌコレステロールを算出することができる。 

オ 肝機能検査の測定方法については、ＡＳＴ（ＧＯＴ）及びＡＬＴ（ＧＰＴ

）検査については、紫外吸光光度法等によるとともに、γ－GT（γ－ＧＴ

Ｐ）検査については、可視吸光光度法等による。 

 

(5) 血糖検査 

次のア又はイのいずれかの方法により行う。なお、空腹時に採血が行えなか

った場合には、HbA1ｃ検査を実施する。 

ア 空腹時血糖検査 

① 空腹時血糖であることを明らかにする。なお、１０時間以上食事をして

いない場合を空腹時血糖とする。 

② 原則として、フッ化ナトリウム入り採血管（血糖検査用採血管）を用い

る。 

③ 採血後、採血管を5～6回静かに転倒・混和する。 

④ 混和後、採血管は冷蔵で保管し、採血から６時間以内に遠心分離して測

定することが望ましいが、困難な場合には、採血から１２時間以内に遠心

分離し測定する。 

⑤ 遠心分離で得られた血漿は、測定まで冷蔵で保存し、採血から７２時間

以内に測定する。 

⑥ 測定方法については、電位差法、可視吸光光度法、紫外吸光光度法等に

よる。 

イ HbA1ｃ検査 

① フッ化ナトリウム入り採血管（血糖検査用採血管）又はエチレンジアミ

ン四酢酸（ＥＤＴＡ）入り採血管を用いる。 

② 採血後、採血管を 5～6 回静かに転倒・混和する。 

③ 混和後、採血管は、冷蔵で保管する。 

④ 採血後、４８時間以内に測定する。 

⑤ 測定方法については、免疫学的方法、高速液体クロマトグラフィー（Ｈ

ＰＬＣ）法、酵素法等による。 

 

(6) 尿中の糖及び蛋白の検査 

ア 原則として、中間尿を採尿する。 

イ 採取後、４時間以内に試験紙法で測定することが望ましいが、困難な場合

には、尿検体を専用の容器に移して密栓し、室温で保存する場合は２４時間

以内、冷蔵で保存する場合は４８時間以内に測定する。 

ウ その他、測定方法及び判定方法については、関係団体により手引書（「循

環器病予防ハンドブック」（社団法人日本循環器管理研究協議会編）等）が

示されており、概要については社団法人日本循環器管理研究協議会のホーム

ページ(http://www.jacd.info/method/index.html)において示されてい

るので、これを参考とされたい。 

http://www.jacd.info/method/index.html


 

 

(7)詳細な検査  

 ①貧血検査 

ア エチレンジアミン四酢酸（ＥＤＴＡ）入り採血管を用いる。 

イ 採血後、採血管内のエチレンジアミン四酢酸（ＥＤＴＡ）を速やかに溶か

す。 

ウ 混和後、室温に保管し、１２時間以内に測定する。 

 

 ②心電図検査 

ア 安静時の標準１２誘導心電図を記録する。 

イ その他、検査方法及び判定基準については、関係団体により手引書（「循

環器病予防ハンドブック」（社団法人日本循環器管理研究協議会編）等）が

示されており、概要については社団法人日本循環器管理研究協議会のホーム

ページ(http://www.jacd.info/method/index.html)において示されてい

るので、これを参考とされたい。 

 

 ③眼底検査 

  ア 手持式、額帯式、固定式等の電気検眼鏡又は眼底カメラ撮影により実施

する。 

イ その他、検査方法及び判定基準については、関係団体により手引書（「循

環器病予防ハンドブック」（社団法人日本循環器管理研究協議会編）や「手

にとるようにわかる健診のための眼底検査」（大阪府立健康科学センター

編著）等）が示されており、概要については社団法人日本循環器管理研究

協議会のホームページ(http://www.jacd.info/method/index.html)や

財団法人大阪府保健医療財団大阪がん循環器病予防センターのホームペー

ジ（http://www.osaka-ganjun.jp/effort/cvd/gantei/）においても示

されているのでこれを参考とされたい。 

 

http://www.jacd.info/method/index.html
http://www.jacd.info/method/index.html
http://www.osaka-ganjun.jp/effort/cvd/gantei/












＜海外の一般定期健康診断の例＞

健診項目 備考

フランス

 ・問診
 ・身体計測：身長, 体重, 胸囲
 ・身体所見：聴診, 打診,
                 運動機能, 平衡感覚
 ・視力
 ・聴力
 ・特定要因への耐性

 （・血液検査）
 （・レントゲン検査）
                                     など

　健康診断は「労働者が就くことができる
職種を判定する」ためのものであり、適正
配置に関わる項目（身体計測・感覚器・運
動機能・筋力・特定要因への耐性など）と
産業医の判断で必要に応じて行う項目
（血液検査やレントゲン検査）とに分かれ
ている。
　〔労働法典Code du Travail〕

ベルギー 項目の指定は無し

　検査項目の指定は無く、医師が時間を
かけて問診をし、受診者に合わせた検査
項目を決定している。
　〔Royal Decree of 28 May 2003 on the
health surveillance of workers〕

韓国

・問診：既往歴, 作業経歴,
          自覚症状, 他覚症状
・身体所見：視診, 触診, 聴診,
                体重
・血圧
・尿検査：尿糖, 尿蛋白
・血液検査：貧血, 血糖, GOT,
                 GPT, γGTP,
　　　　　　　 コレステロール
・視力
・聴力
・レントゲン検査
                                     など

　就業適正判定のために、使用者負担で
健康診断を実施している。配置転換や勤
務時間短縮等の就業上の配慮についても
規定されている。
　〔産業安全保健法 第43条〕
　〔労働安全衛生法施行規則　第100条〕

（厚生労働省労働衛生課　調）
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６ ストレスチェックの実施方法等                  

（１） ストレスチェック制度の実施体制                       

 事業者は事業場の労働衛生管理体制等を整備の上、実施者等を選定します。 

 事業場の状況を日頃から把握している者（産業医等）が実施者となることが望
まれます。 

 実施者は、ストレスチェックの企画と結果の評価に関与します。 

 （検査の実施者等） 
第 52 条の 10 法第 66 条の 10 第 1 項の厚生労働省令で定める者は、次に掲げる

者（以下この節において「医師等」という。）とする。 
  ① 医師 
  ② 保健師 
  ③ 検査を行うために必要な知識についての研修であって厚生労働大臣が定め

るものを修了した看護師又は精神保健福祉士 
 ２ 検査を受ける労働者について解雇、昇進又は異動に関して直接の権限を持つ

監督的地位にある者は、検査の実施の事務に従事してはならない。 
 

附則 

（労働安全衛生法第66条の10第１項の厚生労働省令で定める者に関する経過措置） 

２ 前項ただし書に規定する規定の施行の日の前日において、労働安全衛生法第 13

条第１項に規定する労働者の健康管理等の業務に該当する業務に従事した経験

年数が３年以上である看護師又は精神保健福祉士は、第１条の規定による改正

後の労働安全衛生規則（次項において「新安衛則」という。）第 52 条の 10 第１

項の規定にかかわらず、同法第 66 条の 10 第１項の厚生労働省令で定める者と

する。 

（規則より抜粋） 

 

○ストレスチェック制度の実施体制の整備 
  ストレスチェック制度は事業者の責任において実施するものであり、事業者は、

実施に当たって、実施計画の策定、当該事業場の産業医等の実施者又は委託先の

外部機関との連絡調整及び実施計画に基づく実施の管理等の実務を担当する者を

指名する等、実施体制を整備することが望ましい。当該実務担当者には、衛生管

理者又はメンタルヘルス指針に規定する事業場内メンタルヘルス推進担当者を指

名することが望ましいが、ストレスチェックの実施そのものを担当する実施者及

びその他の実施事務従事者と異なり、ストレスチェック結果等の個人情報を取り

扱わないため、労働者の解雇等に関して直接の権限を持つ監督的地位にある者を

指名することもできる。 
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（ストレスチェック指針より抜粋） 

 ＜解説＞ 

   ○ 事業者は実務担当者（ストレスチェック制度担当者）を指名します。実務
担当者は、ストレスチェック結果等の個人情報を取り扱わないため、実施事
務従事者と異なり、人事課長など人事権を持つ者を指名することもできます。 

   ○ 事業場又は委託先の外部機関の、医師、保健師、一定の研修を受けた※看
護師、精神保健福祉士の中からストレスチェックの実施者を選定します。看
護師等を対象とする研修の科目や講師要件は、巻末資料に示されています。 

    ※ ストレスチェック制度が施行される日の前日である平成 27 年 11 月 30
日現在において、労働者の健康管理業務に３年以上従事した経験のある看
護師、精神保健福祉士については、研修の受講が免除されます。 

○ 事業場で選任されている産業医が実施者となることが最も望ましいでし
ょう。また、産業医として選任されていなくても、当該事業場の産業保健活
動に携わっている精神科医、心療内科医等の医師、保健師、看護師など、日
頃から事業場の状況を把握している産業保健スタッフも実施者として推奨
されます。 

○ ストレスチェック制度の実施体制のイメージは次のとおりです。 

 

 

 

 

  

事業者 

ストレスチェック制度担当者 
（衛生管理者、事業場内メンタル

ヘルス推進担当者など） 

実施者（産業医など） 

 

 

 
 
 

実施事務従事者 
（産業保健スタッフ、事務職
員など） 

指示 

・ストレスチェック制度の実施

責任 

・方針の決定 

・ストレスチェック制度の実施

計画の策定 

・実施の管理 等 

・ストレスチェックの実施（企

画及び結果の評価） 

 

・実施者の補助（調査票の回収、

データ入力等） 

ストレスチェック

の「実施の事務」 

※個人情報を扱うた

め守秘義務あり 

IDBER
テキストボックス
労働安全衛生法に基づくストレスチェック制度実務マニュアル（抜粋）
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   ○ ストレスチェックの実施を外部機関に業務委託する場合にも、産業医等の
事業場の産業保健スタッフが共同実施者として関与し、個人のストレスチェ
ックの結果を把握するなど、外部機関と事業場内産業保健スタッフが密接に
連携することが望まれます。 

    ※ 産業医が共同実施者でない場合には、個人のストレスチェックの結果は
労働者の個別の同意がなければ産業医が把握することができず、十分な対
応を行うことが難しくなる可能性があります。 

   ○ ストレスチェック結果が労働者の意に反して人事上の不利益な取扱いに
利用されることがないようにするため、当該労働者について解雇、昇進又は
異動（以下「人事」という。）に関して直接の権限を持つ監督的地位にある
者は、ストレスチェックの実施の事務（ストレスチェックの実施を含む）に
従事してはいけません。 

○ なお、「解雇、昇進又は異動に関して直接の権限を持つ」とは、当該労働
者の人事を決定する権限を持つこと又は人事について一定の判断を行う権
限を持つことをいい、人事を担当する部署に所属する者であっても、こうし
た権限を持たない場合は、該当しません。 

○ 人事に関する直接の権限（人事権）の有無により、ストレスチェックの「実
施の事務」に従事可能かどうかを整理すると次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 人事に関して直接の権限を持つ監督的地位にある者が従事することがで
きない事務は、ストレスチェックの実施に直接従事することと、労働者の健
康情報を取扱う事務であり、従事することができない事務と、従事すること
が出来る事務を整理すると以下のようになります。 

     
      

  

社長（事業者） 

人事課の職員 

専務、人事部長など 

その他の部署の職員 

ストレスチェックの「実施の
事務」に従事不可 

ストレスチェックの「実施の
事務」に従事可能 

人事権あり 

人事権なし 
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ストレスチェックの「実施の事務」 

（人事に関して直接の権限を持つ監督的地位にある者が従事できない事務） 

  労働者の健康情報を取扱う事務をいい、例えば、以下の事務が含まれます。 

① 労働者が記入した調査票の回収※、内容の確認、データ入力、評価点数の
算出等のストレスチェック結果を出力するまでの労働者の健康情報を取扱う
事務。 

② ストレスチェック結果の封入等のストレスチェック結果を出力した後の労
働者に結果を通知するまでの労働者の健康情報を取扱う事務。 

③ ストレスチェック結果の労働者への通知※の事務。 

④ 面接指導を受ける必要があると実施者が認めた者に対する面接指導の申出
勧奨。 

⑤ ストレスチェック結果の集団ごとの集計に係る労働者の健康情報を取扱う
事務。 

※封筒に封入されている等、内容を把握できない状態になっているものを回収又
は通知する事務を除く。 

 

その他の事務 

（人事に関して直接の権限を持つ監督的地位にある者が従事できる事務） 

  労働者の健康情報を取扱わない事務をいい、例えば、以下の事務が含まれます。 

① 事業場におけるストレスチェックの実施計画の策定。 

② ストレスチェックの実施日時や実施場所等に関する実施者との連絡調整。 

③ ストレスチェックの実施を外部機関に委託する場合の外部機関との契約等に
関する連絡調整。 

④ ストレスチェックの実施計画や実施日時等に関する労働者への通知。 

⑤ 調査票の配布。 

⑥ ストレスチェックを受けていない労働者に対する受検の勧奨。 
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雇用管理に関する個人情報のうち健康情報を取り扱うに当たっての留意事項 

 

 

第１ 趣旨 

 

  この留意事項は、雇用管理分野における個人情報保護に関するガイドライン（平成 24

年厚生労働省告示第 357 号。以下「ガイドライン」という。）に定める雇用管理に関する

個人情報のうち健康情報の取扱いについて、ガイドラインに定める措置の実施等に加え

て事業者が留意すべき事項を定めるものである。 

 

第２ 健康情報の定義 

 

  個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号。以下「法」という。）第２条及

びガイドライン第２に定める雇用管理に関する個人情報のうち、この留意事項において

取り扱う労働者の健康に関する個人情報（以下「健康情報」という。）は、健康診断の結

果、病歴、その他の健康に関するものをいい、健康情報に該当するものの例として、次

に掲げるものが挙げられる。 

 （１）産業医、保健師、衛生管理者その他の労働者の健康管理に関する業務に従事する

者（以下「産業保健業務従事者」という。）が労働者の健康管理等を通じて得た情報 

（２）労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号。以下「安衛法」という。）第 65 条の２ 

第１項の規定に基づき、事業者が作業環境測定の結果の評価に基づいて、労働者の 

健康を保持するため必要があると認めたときに実施した健康診断の結果 

（３）安衛法第 66 条第１項から第４項までの規定に基づき事業者が実施した健康診断の

結果並びに安衛法第 66 条第５項及び第 66 条の２の規定に基づき労働者から提出さ

れた健康診断の結果 

（４）安衛法第 66 条の４の規定に基づき事業者が医師又は歯科医師から聴取した意見及

び第 66 条の５第１項の規定に基づき事業者が講じた健康診断実施後の措置の内容 

（５）安衛法第 66 条の７の規定に基づき事業者が実施した保健指導の内容 

 （６）安衛法第 66 条の８第１項の規定に基づき事業者が実施した面接指導の結果及び同

条第２項の規定に基づき労働者から提出された面接指導の結果 

 （７）安衛法第 66 条の８第４項の規定に基づき事業者が医師から聴取した意見及び同条

第５項の規定に基づき事業者が講じた面接指導実施後の措置の内容 

 （８）安衛法第 66 条の９の規定に基づき事業者が実施した面接指導又は面接指導に準ず

る措置の結果 

 （９）安衛法第 66 条の 10 第１項の規定に基づき事業者が実施した心理的な負担の程度

を把握するための検査（以下「ストレスチェック」という。）の結果 

 （10）安衛法第 66 条の 10 第３項の規定に基づき事業者が実施した面接指導の結果 

 （11）安衛法第 66 条の 10 第５項の規定に基づき事業者が医師から聴取した意見及び同

条第６項の規定に基づき事業者が講じた面接指導実施後の措置の内容 

（12）安衛法第 69 条第１項の規定に基づく健康保持増進措置を通じて事業者が取得した
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健康測定の結果、健康指導の内容等 

 （13）労働者災害補償保険法（昭和 22 年法律第 50 号）第 27 条の規定に基づき、労働者

から提出された二次健康診断の結果 

 （14）健康保険組合等が実施した健康診断等の事業を通じて事業者が取得した情報 

 （15）受診記録、診断名等の療養の給付に関する情報 

 （16）事業者が医療機関から取得した診断書等の診療に関する情報 

 （17）労働者から欠勤の際に提出された疾病に関する情報 

 （18）（１）から（17）までに掲げるもののほか、任意に労働者等から提供された本人の

病歴、健康診断の結果、その他の健康に関する情報 

 

第３ 健康情報の取扱いについて事業者が留意すべき事項 

 

 １ 事業者が健康情報を取り扱うに当たっての基本的な考え方 

 （１）健康情報は労働者個人の心身の健康に関する情報であり、本人に対する不利益な

取扱い又は差別等につながるおそれのある機微な情報であるため、事業者は健康情

報の適正な取扱いに特に留意しなければならない。 

 （２）健康情報は、労働者の健康確保に必要な範囲で利用されるべきものであり、事業

者は、労働者の健康確保に必要な範囲を超えてこれらの健康情報を取り扱ってはな

らない。 

 

 ２ 法第 17 条に規定する適正な取得に関する事項（ガイドライン第５の１から３関係） 

 （１）事業者は、法令に基づく場合を除き、労働者の健康情報を取得する場合は、あら

かじめ本人に利用目的を明示し、本人の同意を得なければならない。ただし、自傷

他害のおそれがあるなど、労働者の生命又は身体の保護のために緊急に必要がある

場合はこの限りではない。 

 （２）安衛法第 66 条の 10 第２項において、ストレスチェックを実施した医師、保健師

その他の厚生労働省令で定める者（以下「実施者」という。）は、労働者の同意を得

ないでストレスチェック結果を事業者に提供してはならないこととされており、事

業者は、実施者又はその他のストレスチェックの実施の事務に従事した者（以下「実

施事務従事者」という。）に提供を強要する又は労働者に同意を強要する等の不正の

手段により、労働者のストレスチェックの結果を取得してはならない。 

 

 ３ 法第 20 条に規定する安全管理措置及び法第 21 条に規定する従業者の監督に関する

事項（ガイドライン第６の２及び３関係） 

 （１）事業者は、健康情報のうち診断名、検査値、具体的な愁訴の内容等の加工前の情

報や詳細な医学的情報の取扱いについては、その利用に当たって医学的知識に基づ

く加工・判断等を要することがあることから、産業保健業務従事者に行わせること

が望ましい。 

 （２）事業者は、産業保健業務従事者から産業保健業務従事者以外の者に健康情報を提

供させる時は、当該情報が労働者の健康確保に必要な範囲内で利用されるよう、必
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要に応じて、産業保健業務従事者に健康情報を適切に加工させる等の措置を講ずる

こと。 

 （３）個人のストレスチェック結果を取り扱う実施者及び実施事務従事者については、

あらかじめ衛生委員会等による調査審議を踏まえて事業者が指名し、全ての労働者

に周知すること。 

 （４）ストレスチェック結果は、詳細な医学的情報を含むものではないため、事業者は、

その情報を産業保健業務従事者以外の者にも取り扱わせることができるが、事業者

への提供について労働者の同意を得ていない場合には、ストレスチェックを受ける

労働者について解雇、昇進又は異動（以下「人事」という。）に関して直接の権限を

持つ監督的地位にある者に取り扱わせてはならない。また、事業者は、ストレスチ

ェック結果を労働者の人事を担当する者（人事に関して直接の権限を持つ監督的地

位にある者を除く。）に取り扱わせる時は、労働者の健康確保に必要な範囲を超えて

人事に利用されることのないようにするため、次に掲げる事項を当該者に周知する

こと。 

   （ａ）当該者には安衛法第 104 条の規定に基づき秘密の保持義務が課されること。 

   （ｂ）ストレスチェック結果の取り扱いは、医師等のストレスチェックの実施者の

指示により行うものであり、所属部署の上司等の指示を受けて、その結果を漏

らしたりしてはならないこと。 

   （ｃ）ストレスチェック結果を、自らの所属部署の業務等のうちストレスチェック

の実施の事務とは関係しない業務に利用してはならないこと。 

 （５）インターネットや社内イントラネット等の情報通信技術を利用してストレスチェ

ックを実施する場合は、次に掲げる事項を満たす必要があること。 

   （ａ）個人情報の保護や改ざんの防止等のセキュリティの確保のための仕組みが整

っており、その仕組みに基づいて個人の結果の保存が適切になされていること。 

   （ｂ）本人以外に個人のストレスチェック結果を閲覧することのできる者の制限が

なされていること。 

 

 ４ 法第 22 条に規定する委託先の監督に関する事項（ガイドライン第６の４関係） 

   健康診断、ストレスチェック又は面接指導の全部又は一部を医療機関、メンタルヘ

ルスケアへの支援を行う機関等（以下「外部機関」という。）に委託する場合には、当

該委託先において、情報管理が適切に行われる体制が整備されているかについて、事

前に確認することが望ましい。 

 

 ５ 法第 23 条第１項に規定する本人の同意に関する事項（ガイドライン第７の１、２及

び４関係） 

 （１）事業者が、労働者から提出された診断書の内容以外の情報について医療機関から

健康情報を収集する必要がある場合、事業者から求められた情報を医療機関が提供

することは、法第２３条の第三者提供に該当するため、医療機関は労働者から同意

を得る必要がある。この場合においても、事業者は、あらかじめこれらの情報を取

得する目的を労働者に明らかにして承諾を得るとともに、必要に応じ、これらの情
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報は労働者本人から提出を受けることが望ましい。 

 （２）安衛法第 66 条第１項から第４項までの規定に基づく健康診断及び第 66 条の８第

１項の規定に基づく面接指導については、これらの規定において事業者は医師若し

くは歯科医師による健康診断又は医師による面接指導を行わなければならないとさ

れている。事業者は、健康診断又は面接指導の実施に当たって、外部機関に健康診

断又は面接指導の実施を委託する場合には、事業者は、健康診断又は面接指導の実

施に必要な労働者の個人情報を外部機関に提供する必要がある。また、安衛法第 66

条の３、第 66 条の４、第 66 条の８第３項及び第４項において、事業者は、健康診

断又は面接指導の結果の記録及び当該結果に係る医師又は歯科医師からの意見聴取

が義務付けられており、第 66 条の６において、事業者は、健康診断結果の労働者に

対する通知が義務付けられている。事業者がこれらの義務を遂行するためには、健

康診断又は面接指導の結果が外部機関から事業者に報告（提供）されなければなら

ない。これらのことから、事業者が外部機関にこれらの健康診断又は面接指導を委

託するために必要な労働者の個人情報を外部機関に提供し、また、外部機関が委託

元である事業者に対して労働者の健康診断又は面接指導の結果を報告（提供）する

ことは、それぞれ安衛法に基づく事業者の義務を遂行する行為であり、法第 23 条第

１項第１号の「法令に基づく場合」に該当し、本人の同意を得なくても第三者提供

の制限は受けない。 

 （３）事業者は、ストレスチェックの実施に当たって、外部機関にストレスチェックの

実施を委託する場合には、ストレスチェックの実施に必要な労働者の個人情報を外

部機関に提供する必要がある。この場合において、当該提供行為は、安衛法に基づ

く事業者の義務を遂行する行為であり、法第 23 条第１項第１号の「法令に基づく場

合」に該当することから、本人の同意を得なくても第三者提供の制限は受けない。 

    また、安衛法第 66 条の 10 第２項において、あらかじめストレスチェックを受け

た労働者の同意を得ないで、その結果を事業者に提供してはならないこととされて

いる。このため、外部機関が、あらかじめ本人の同意を得ないで、委託元である事

業者に対してストレスチェック結果を提供することはできない。 

    さらに、安衛法第 66 条の 10 第３項において、ストレスチェックの結果の通知を 

受けた労働者であって、厚生労働省令で定める要件に該当するものが申し出たときは、

事業者は、面接指導の実施が義務付けられている。事業者がこの義務を遂行するため

には、当該労働者が厚生労働省令で定める要件に該当するかどうかを確認するために、

労働者にストレスチェックの提出を求めるほか、ストレスチェックを実施した外部機

関に対してストレスチェック結果の提供を求めることも考えられるが、労働者の申出

は、事業者へのストレスチェック結果の提供に同意したとみなすことができることか

ら、事業者の求めに応じて外部機関が事業者にストレスチェック結果を提供するに当

たって、改めて本人の同意を得る必要はない。 

    なお、事業者が、安衛法第 66 条の８第１項又は第 66 条の 10 第３項の規定に基づ 

く面接指導を委託するために必要な労働者の個人情報を外部機関に提供し、また、外

部機関が委託元である事業者に対して労働者の面接指導の結果を提供することは、５

（２）に規定する健康診断等の場合と同様に、安衛法に基づく事業者の義務を遂行す
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る行為であり、法第 23 条第１項第１号の「法令に基づく場合」に該当し、本人の同

意を得なくても第三者提供の制限は受けない。この場合において、本人の同意を得な

くても第三者提供の制限を受けない健康情報には、面接指導の実施に必要な情報とし

て事業者から当該外部機関に提供するストレスチェック結果も含まれる。 

 （４）労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和

60 年法律第 88 号）（以下「労働者派遣法」という。）第 45 条第 10 項及び第 14 項に

おいて、派遣先事業者が安衛法第 66 条第２項から第４項までの規定に基づく健康診

断及びこれらの健康診断の結果に基づき安衛法第 66 条の４の規定に基づく医師か

らの意見聴取を行ったときは、健康診断の結果を記載した書面を作成し、当該派遣

元事業者に送付するとともに、当該医師の意見を当該派遣元事業者に通知しなけれ

ばならないこととされている。このことから、派遣先事業者が、派遣元事業者にこ

れらの健康診断の結果及び医師の意見を記載した書面を提供することは、労働者派

遣法の規定に基づく行為であり、法第 23 条第１項第１号の「法令に基づく場合」に

該当し、本人の同意を得なくても第三者提供の制限は受けない。 

 （５）事業者が、健康保険組合等に対して労働者の健康情報の提供を求める場合、健康

保険組合等は当該事業者に当該労働者の健康情報を提供することを目的として取得

していないため、法第２３条の第三者提供の制限に該当し、健康保険組合等は労働

者（被保険者）の同意を得る必要がある。この場合においても、事業者は、あらか

じめこれらの情報を取得する目的を労働者に明らかにして承諾を得るとともに、必

要に応じ、これらの情報は労働者本人から提出を受けることが望ましい。 

ただし、事業者が健康保険組合等と共同で健康診断を実施する場合等において、

法第 23 条第４項第３号の要件を満たしている場合は、当該共同利用者は第三者に該

当しないため、当該労働者の同意を得る必要はない。 

 （６）高齢者の医療の確保に関する法律（昭和 57 年法律第 80 号）第 27 条第２項及び第

３項の規定により、医療保険者は、加入者を使用している事業者又は使用していた

事業者に対し、厚生労働省令で定めるところにより、安衛法その他の法令に基づき、

その事業者が保存している加入者に係る健康診断に関する記録の写しを提供するよ

う求めることができ、健康診断に関する記録の写しの提供を求められた事業者は厚

生労働省令で定めるところにより、その記録の写しを提供しなければならないとさ

れている。このことから、特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準（平

成 19 年厚生労働省令第 157 号）第２条に定める項目に係る記録の写しについては、

医療保険者からの提供の求めがあった場合に事業者が当該記録の写しを提供するこ

とは、法令に基づくものであるので、法第 23 条第１項第１号に該当し、本人の同意

なく提供できる。 

    なお、事業者が保存している加入者に係る健康診断に関する記録のうち、特定健

康診査及び特定保健指導の実施に関する基準第２条に定める項目に含まれないもの

（業務歴、視力、聴力、胸部エックス線検査、喀痰検査）については、労働者に対

して定期健康診断の結果の情報を医療保険者に提供する旨を明示し、同意を得るこ

とが必要となるが、同意については、定期健康診断実施時の受診案内等への記載や

健診会場での掲示等黙示によるものが含まれる。 
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 ６ 法第 25 条に規定する保有個人データの開示に関する事項（ガイドライン第８の２関

係） 

   事業者が保有する健康情報のうち、安衛法第 66 条の８第３項及び第 66 条の 10 第４

項の規定に基づき事業者が作成した面接指導の結果の記録その他の医師、保健師等の

判断及び意見並びに詳細な医学的情報を含む健康情報については、本人から開示の請

求があった場合は、原則として開示しなければならない。ただし、本人に開示するこ

とにより、法第 25 条第１項各号のいずれかに該当する場合は、その全部又は一部を開

示しないことができる。 

 

 ７ 法第 31 条に規定する苦情の処理に関する事項（ガイドライン第９関係） 

   ガイドライン第９に定める苦情を処理するための窓口については、健康情報に係る

苦情に適切に対応するため、必要に応じて産業保健業務従事者と連携を図ることがで

きる体制を整備しておくことが望ましい。 

 

 ８ その他事業者が雇用管理に関する個人情報の適切な取扱いを確保するための措置を

行うに当たって配慮すべき事項 

 （１）事業者は、安衛法に基づく健康診断等の実施を外部機関に委託することが多いこ

とから、健康情報についても外部とやり取りをする機会が多いことや、事業場内に

おいても健康情報を産業保健業務従事者以外の者に取り扱わせる場合があること等

に鑑み、あらかじめ、ガイドライン第８に掲げるもののほか、以下に掲げる事項に

ついて事業場内の規程等として定め、これを労働者に周知するとともに、関係者に

当該規程に従って取り扱わせることが望ましい。 

   （ａ）健康情報の利用目的及び利用方法に関すること 

   （ｂ）健康情報に係る安全管理体制に関すること 

   （ｃ）健康情報を取り扱う者及びその権限並びに取り扱う健康情報の範囲に関する

こと 

   （ｄ）健康情報の開示、訂正、追加又は削除の方法（廃棄に関するものを含む。）に

関すること 

   （ｅ）健康情報の取扱いに関する苦情の処理に関すること 

 （２）事業者は、（１）の規程等を定めるときは、衛生委員会等において審議を行った上

で、ガイドライン第 10 の１ に定めるところにより労働組合等に通知し、必要に応

じて協議を行うことが望ましい。 

 （３）ＨＩＶ感染症やＢ型肝炎等の職場において感染したり、蔓延したりする可能性が

低い感染症に関する情報や、色覚検査等の遺伝性疾病に関する情報については、職

業上の特別な必要性がある場合を除き、事業者は、労働者等から取得すべきでない。

ただし、労働者の求めに応じて、これらの疾病等の治療等のため就業上の配慮を行

う必要がある場合については、当該就業上の配慮に必要な情報に限って、事業者が

労働者から取得することは考えられる。 

 （４）労働者の健康情報は、医療機関において「医療・介護関係事業者における個人情
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報の適切な取扱いのためのガイドライン」に基づき取り扱われ、また、健康保険組

合において「健康保険組合等における個人情報の適切な取扱いのためのガイドライ

ン」に基づき取り扱われることから、事業者は、特に安全管理措置等について、両

ガイドラインの内容についても留意することが期待されている。 

 

第４ 個人情報取扱事業者以外の事業者による健康情報の取扱い 

  個人情報取扱事業者以外の事業者であって健康情報を取り扱う者は、健康情報が特に

適正な取扱いの厳格な実施を確保すべきものであることに十分留意し、第３に準じてそ

の適正な取扱いの確保に努めること。 


